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略麓
1945年 2月 京都府舞鶴市に生まれる。
1967年 3丹 東京外国語大学外出語学部スペイン科(国際関係専修課龍)
卒業(文学士)
1967年 4月 一橋大学大学院法学研究科経済法コース修士課寝 入学
1970年 3月 一橋大学大学院法学研究科経持法コース修宏課程 修了(法
学修士)
1970年 4月 一橋大学大学院法学研究科経済法コース簿士課程入学
1970年 9月 一矯大学大学院法学研究科経済法コース博士課程休学
1970年 10月 スペイン留費留学(スペイン外務省): Universidad Comω 
plutense de叫adrid法学部博士課程入学
1973年 2月 じniversidadComplutense de Madrid法学部博士伝課翠単位修
得退学
1973年 4丹 一橋大学大学院法学研究科経済法コース博士課担復学
1973年 10月 玉川大学文学部非常勤講師(1975年 3丹まで)
1974年 4丹 東京外関語大学外国語学部非常勤講師 (1979年 3月まで)
1975年 3月 一橋大学大学院法学研究科経済法コース博士課程 単佼取得
満期退学
1975年 4月 玉川大学文学部専在講師(1977年 3月まで)
1977年 4月 南山大学法学部専任講師(1980年 3月まで)
1980年 4丹 南山大学法学部助教授 (1994年 3月まで)
1984年 4月 スペイン爵マドリー自治大学法学部客員(1986年 3月まで)
1994年 4丹 南山大学法学部教授 (2004年 3月まで)
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1守96今':4月 評議会評議員(法学部選出， 2000年 3丹まで)
1998 iド4月 法学部法律学科長 (2000年3月まで)
1998年 4月 大学院法学研究科専攻主任 (2000年 3丹まで)
2000 年 4月 法学部長(大学院法学研究科長併任， 2002年 3月まで)
2004年 4月 南山大学大学院法務研究科教授 (200ヲ年 3月まで)
2005年 5月 日本スペイン法研究会会長
2009年 4月 スペイン盟マドリー自治大学法学部客員 (2010年3月まで)
2010年 3月 南山大学定年退職
2010年 4月 南山大学法学部教授再任用
主要著作自録(判例評釈および調査報告を除く)
著書
5経営参加と企業公開の法理2 (中央経済社)
5スペインハンドブックJ共編著(三省堂)
uifi!反する企業法・経済法j共有i(rl'央経済企1:)
と費収の法共者(1:1央経済十t)
“Derecho Societario y de laεmprεsa 
f多出籍企業の法規制J (中央経済社)
昨月スペイン株式会社法の研究J単著(中央経済社)
fレクチャーブック会社法』共著(法律文化社)
(八dvocatus)
1979年
1982 
1982年
1992年
1992年
1993年
1997年
1998年
"Japon. Haci♀el siglo XXI: un enfoque pluiridisciplinario y l11ulticultural en 
eI a¥官 1C巴delconocimiento" 共著 (Asociacionde Estudios Japoneses 
en Espafla) 
『平成会社判例 150集j共著(商事法務研究会)
『導入対話による寵法講義(総長3・路行為法H
f市場経済と企業法i共著(中央経済社)
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1999年
1999年
19ヲ9if
2000年
~E日清彦教授絡!玄・著作隠録
?現代金業・金融法の課題.!]C上巻)共著 (f言山社)
f平成会社判例 175集j共著(商事法務研究会)
5レクチャー会社法i共著(法律文化社)
Fレクチャー会社法.n[第 2絞]共著(法律文化社)
5現代スペイン情報ノ、ンドブックJ[改訂版]共著(三修社)
f新!反基本問題セミナ-2 商法総長U/弱行為法i共著(成文堂)
?レクチャ一新・会社法i共編著(法律文イヒ社)
f現代スペイン皆報ノ、ンドブックJ[改詰!抵〕共著(三修社)
?現代スペイン法入門3共編著(嵯峨野書院)
2001年
2002年
2002年
2003年
2004年
2005年
2006 
2007年
2010 i:j三
“Estudios de Derecho Mercantil， en memoria del Prot<εsor Anibal Sanchez 
Andr三s"，共著 CCivitas/ThompsonReutεrs) 2010年
学指論文
「経営参加の一類型一…スペインの場合一一J
玉川大学文学部紀要『論議j第 17号(玉}lI大学文学部) 1守77年
fスペインにおける従業員取締役の法的地位に慢する問題点、についてj
?南山法学i第 1巻第2号(南山大学法学会) 1ヲ78年
f新生スペインの対欧米関部lこ関する
n議出法学i第4巻第3号(南山大学法学会) 日80
fスペインの政党と現下の政靖j
『甫LU法学j第4巻第4号(臨山大学法学会) 1981年
「スペインの~家体制一泊78 年憲法素接j
f南山法学j第5巻第 1・2合併号(南山大学法学会) 1981 
fスペインのオンブズマン斜度j
n苓山法学i第7巻第 1号(南山大学法学会) 1983年
{スペイン株式会社法改正予備草案をめぐる若干の考察j
5南山法学3第9巻第 3号(南山大学法学会) 1986年
flu 手形法第六条再考j
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f南出法学』第 11巻第 l号(南山大学法学会)
iReformas de Derecho de Sociedades en JaponJ 
1987年
f南山法学J第 11巻第4号(南山大学法学会) 1988年
f一人会社再考一一日西会社法改正案の比較法的考察一一J<平成元年〉
『南出法学J第 13巻第 1号(南山大学法学会) 1989年
「スペインにおける株式会社の設立一一最近の改正をめぐって一一j
『南山法学J第 15巻第 1. 2合併号(南山大学法学会) 1991年
iDerechos de Accionistas - En torno al absentismo巴nJaponJ 
W~首山法学』第 16 巻第 3 ・ 4 合併号(南山大学法学会) 1993年
「スペイン製造物責{壬法j
『国際商事法務』第 22巻第 11号(関際商事法研究所) 日何年
i1995年スペイン会社法改正による一人会社の容認j
『国際商事法務J第 23巻第 11号(国際商事法研究所) 1995年
iEUにおけるスペイン一一最近の企業法制の動向と一人会社の容認一一J
『南山大学ヨーロツパ研究センタ一報J第2
究センター)
fスペイン憲法 20年j
(南山大学ヨーロッパ研
Iヲ96年
f南山法学i第23巻第 1・2合併号(南山大学法学会) 1999 
i Auctoritasとしての監査役と Potestas--監査役制度活性化のための一試
f南LlI法学J第25巻第 2号(南山大学法学会) 2000年
「株主総会における非株主の代理人資格J
『南山法学J第27巻第 1号(南山大学法学会)
「日間交流秘話一一Japon氏来名を機として J 
『南山大学ヨーロッパ研究センタ一報J第 10
究センター)
2003年
(南山大学ヨーロッパ研
2004年
fスペイン株式会社法におけるコーポレート・ガパナンス一一透明性強化のた
めの改正一-J
f南山法学J第 31巻第十 2合併号(南山大学法学会) 2007年
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黒田滋彦教授略歴・著作忌録
「スペイン?歴史の記官:に関する法律~ (2007年 12R 26司法律第52号)J
『南山法学』第 32巻第 1号(南山大学法学会) 2008年
「会社法と企業買収防衛j
5日本産業経済学会研究論集J第9号(日本産業経済学会)
「最近のスペイン法の動向j
『南山法学J第 34巻第2号(南山大学法学会)
fスペイン『資本会社法j[1] '" [9](完)J 
2009年
2011年
?国際商事法務JlVol. 40， No. 9'" Vol. 41， NO.5 (国際商事法務訴究所)
2012'" 20 13年
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